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本資料の目的 

1. 本資料は、第 43回サステナビリティ基準委員会（2024年 11月 14日開催）におい

て聞かれた意見をまとめたものである。審議事項の番号は、第 43 回サステナビリ

ティ基準委員会における資料番号を示している。 

聞かれた意見 

IFRS S1号及び IFRS S2 号に相当する基準の開発に対する意見 

適用基準案第 70 項に関する検討（審議事項 A1-2） 

（適用基準案第 70項ただし書きに対する意見） 

2. IFRS S2号 B19項において「特定の状況における、企業の報告期間と異なる報告期

間の情報の使用の容認」が定められていることを踏まえ、テーマ別基準において別

段の定めがある場合の取扱いをわかりやすくするために、適用基準案第 70 項ただ

し書きの定めを置くことは理解する。しかしながら、IFRS S1号において適用基準

案第 70 項ただし書きにあたる要求事項が置かれていない点との整合性について、

確認する必要があると考えられる。 

3. IFRS S1 号において適用基準案第 70 項ただし書きにあたる要求事項は定められて

おらず、SSBJ基準においても、今後、それぞれのテーマ別基準において別段の定め

を置くことで対応できると考えられるため、あえて適用基準案第 70 項ただし書き

の定めを置く必要はないと考えられる。 

適用基準案第 71 項に関する検討（審議事項 A1-3） 

4. 再公開草案に対して、「期間調整のための合理的な方法」に関する説明を求めるコ

メントが寄せられることが想定される。SSBJ基準において「期間調整のための合理

的な方法」に関する説明を記載することが適切でないことを踏まえると、再公開草

案にあわせて解説記事を公表することが、再公開草案の内容を利害関係者が理解す

るにあたって有用と考えられる。 
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5. 「期間調整のための合理的な方法」は企業によってさまざまであるため、その方法

について詳細に説明することは、企業における実態に応じた判断を阻害することに

なりかねないと考える。 

6. 「期間調整のための合理的な方法」に関する事務局の提案に賛成である。ただし、

気候基準案と同様に、適用基準案の結論の背景においても、「期間調整のための合

理的な方法」に関する考え方を示す必要があると考える。この考え方とは、企業の

活動を忠実に表現する期間調整の方法の判断において、企業に裁量を認める一方、

企業は野放図な裁量を与えられているわけではないことが考えられる。 

7. サステナビリティ関連財務開示の報告期間と企業が活動する法域の法令の要請に

より報告される指標の報告のための算定期間との間の差異の調整は、作成者にとっ

て関心が高い論点である。このため、重要性がない場合は、期間調整の実施は必要

ではないことを、基準上明記すべきであると考えられる。 

8. 再公開草案を公表する目的は、SSBJ 基準における提案の変更により作成者が大き

な影響を受ける可能性があるためであり、2024 年 3 月公表の公開草案の提案に賛

成するコメントを寄せなかった利害関係者を考慮するものではないと考える。 

9. 期間調整のための「合理的な方法」とは、会計基準で用いられる「合理的」の概念

と整合するものであることを、基準において説明することが考えられる。 

10. 会計基準における「合理的」の考え方は、その方法等が取引の経済的実態を表すこ

とを前提に用いられるものである。SSBJ基準の適用にあたっては、「期間調整のた

めの合理的な方法」の判断において、その方法が経済的実態を表すものであるかど

うかを確認することが考えられる。この点を、解説記事に含めてはどうか。 

再公開草案の文案（審議事項 A1-4） 

11. 再公開草案の文案は、再提案について記載した本文と再公開草案の結論の背景の 2

つのセクションに分けられている。その一方で、本文には、2024年 3月の公開草案

の結論の背景に対する修正提案も含まれている。「結論の背景」が異なるものを指

しており、違いが分かりづらいため、用いる表現等を再検討すべきと考える。 

12. 気候基準案及び適用基準案の結論の背景において、特定の期間調整の方法を定めな

いとする理由として、当該方法に従うためのコストが生じないようにすることが挙

げられている。この点よりも、審議事項 A1-3「適用基準案第 71 項に関する検討」

に関する議論で委員が示したとおり、企業の活動を忠実に表現する方法を企業が実
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態に応じて判断することが適切と考えていることが主な理由と考えられる。 

13. 前項におけるコストに関する記載について、コストを理由に企業が忠実な表現を達

成できない方法を選択することが認められるわけではないことがわかるように、記

載を検討すべきと考えられる。 

14. 再公開草案の結論の背景において、スコープ 3温室効果ガス排出量については「温

室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004年）」（以下「GHGプロトコル

（2004年）」という。）を用いて報告するとの記載がある。気候基準案第 59項では

スコープ 3 温室効果ガス排出量は「GHG プロトコル（2004 年）」とは異なる方法に

より測定することも想定されているため、当該記載が適切であるかどうかを検討す

べきと考える。 

15. 前項における再公開草案の結論の背景の記載について、スコープ 3温室効果ガス排

出量のカテゴリーは「温室効果ガスプロトコルのコーポレート・バリュー・チェー

ン（スコープ 3）基準（2011 年）」に定めたカテゴリーを用いるため、当該記載が

適切であるかどうかを検討すべきと考える。 

16. 再公開草案の結論の背景において、「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づ

く「温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度」（以下「温対法」という。）にお

いて報告が求められる温室効果ガス排出量はスコープ 1 及びスコープ 2 相当に限

定され、スコープ 3 については「GHG プロトコル（2004 年）」を用いるとの記載が

ある。スコープ 3温室効果ガス排出量の算定においては、カテゴリーによっては他

社のスコープ 1及びスコープ 2温室効果ガス排出量を用い、その算定に温対法の数

値が活用されることもあるため、当該記載が適切であるかどうかを検討すべきと考

える。 

17. 前項における再公開草案の結論の背景の記載について、当該記載の趣旨を理解する

ことは難しいと考えられる。当該記載の趣旨は報告期間と算定期間が一致しないこ

とに対する懸念を説明するものであり、この点は、前述した、サステナビリティ関

連財務開示の報告期間と温室効果ガス排出量の算定期間の差異により情報の有用

性が低下する可能性への強い懸念に関する説明で十分理解できると考えられる。こ

のため、当該記載は削除することが考えられる。 

18. 再公開草案の結論の背景において、期間調整の論点について再公開草案を行う理由

として、国内外の利用者から多くの意見が寄せられたことが挙げられている。この

点、再公開草案を行うかどうかは、コメントの数ではなく内容を踏まえて検討され
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るものであるため、当該記載が適切であるかどうかを検討すべきと考える。 

19. 前項における再公開草案の結論の背景の記載について、利用者のほとんどが指標の

報告のための算定期間をサステナビリティ関連財務開示の報告期間と一致させる

ことを優先すべきとコメントしたことは、再公開草案を公表する主な理由である。

作成者に対して、公表の経緯及び当委員会が利用者の意見を重視していることを示

すためにも、利用者が財務諸表とのつながりを重視していることなどの説明を加え

たうえで、当該記載を維持することが適切であると考える。 

20. 仮に、本再公開草案以外の論点について新たに再公開草案を公表することとなった

場合には、確定基準を公表するスケジュールに大きな影響を及ぼすことが考えられ

る。なぜ、期間調整の論点について再公開草案の公表が必要となったのかを、明確

に説明すべきと考える。 

21. 例えば、規模の小さい排出源についても報告期間の調整が求められるのかなど、期

間調整の論点については、重要性に関するコメントが寄せられることが想定される。

この点、SSBJ基準の本文で重要性の概念を都度説明することは、説明されていない

箇所に重要性の概念が適用されないとの利害関係者の誤解を招く可能性がある。こ

のため、重要性の概念が基準全体に適用されることを、SSBJ基準の本文ではなく、

再公開草案に関するコメント募集文書や解説記事などで説明することが適切と考

えられる。 

「コメント募集及び本公開草案の概要」の文案（審議事項 A1-5） 

（全体に対する意見） 

22. 再公開草案は、特に作成者にとって影響が大きいため、公表及びコメント募集につ

いて広い周知が必要と考える。再公開草案の周知の方法を確認したい。 

23. SSBJ 基準の最終化にあたり、再公開草案に対して寄せられたコメントの内容を検

討するための十分な時間を確保することが重要である。検討のための十分な時間を

確保できるような、コメント募集の期間を設定していただきたい。 

24. 再公開草案に対するコメントは、本再提案のみでなく、2024年 3月公表の公開草案

も踏まえたものを期待することが考えられる。この点について、文案で説明を追加

することが望ましい。 
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（「コメント提出にあたっての留意事項」に対する意見） 

25. 再公開草案においてコメントを求める項目は 1 つであるため、「本文書に記載の質

問項目のすべてに回答していただく必要はありません。」という一文を削除いただ

きたい。 

26. 2024年 3月公表の公開草案に関するコメントの募集と同様に、コメントが、①プラ

イム上場企業ないしはその一部、②プライム以外の上場企業等、③いずれの企業に

も共通、のいずれに該当するかの記載を求めることが望ましい。特に、プライム上

場企業又は時価総額 5,000 億円以上の企業を前提としたコメントであるかどうか

は、寄せられたコメントの意向をより良く理解するのに役立つと考える。 

27. 2024 年 3 月公表の公開草案に対する海外の投資家の関心が非常に高かったことか

ら、再公開草案の要旨について、英語訳を作成し公表することが望ましいと考える。 

（「別紙 指標の報告のための算定期間の考え方の例」に対する意見） 

28. 別紙において、指標を報告するための算定期間の例示が示されているが、当該例示

の位置づけについて、当委員会が推奨しているなどの誤解が生じないようにする必

要がある。例えば、当該例示を確定基準に含めることは想定していない旨の注意書

きを、別紙の冒頭に記載することなどが考えられる。 

29. 別紙の表題の「指標の報告のための算定期間の考え方の例」の記載を修正すべきで

ある。本別紙は、期間調整の考え方、又は期間調整の方法として考えられる例を示

していることから、「算定期間」ではなく「期間調整」という表現の方が適切と考え

る。 

30. 別紙の例示では、サステナビリティ関連財務開示の公表承認日及び温対法に基づく

CO2 排出量の報告日について、具体的な日付を前提としている。単なる例示である

ものの、これらの具体的な日付と同じ対応としなければならないかのような誤解を

企業に生じさせる可能性があるため、当該記載の修正を検討いただきたい。 

31. 別紙の例示では、CO2排出量の計算に用いる入手可能な排出係数の期日を 3月 31日

又は 12月 31日とする記載がある。この点、実務上は、サステナビリティ関連財務

開示の報告日までに入手可能な排出係数、又は温対法の報告に使用する排出係数を

用いることが考えられる。当該例示によって、企業が二重の計算をすることがない

ように、本記載の修正を検討いただきたい。 
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32. 別紙の例示において、3 月決算の場合、期間調整は不要としながら、CO2 排出量を

「見積る」という表現が用いられている。一方、12月決算の場合、期間調整が必要

であるにもかかわらず、CO2排出量を「測定する」又は「算定する」という表現が用

いられている。この点、利害関係者の誤解を生じさせる可能性があるため、記載の

修正を検討する必要があると考える。 

33. 12月決算の場合の例示において、調整方法の第 3法における「按分」という表現を

修正すべきと考える。第 3法は使用電力量の実測値に前年度の排出係数を乗じて 1

月 1日から 3月 31 日までの CO2排出量を計算する方法である。「按分」という表現

を用いることにより、見積りにより使用電力量を算出しているかのような誤解を生

じさせる可能性があると考えられる。 

34. 12月決算の場合の例示において、第 1法及び第 3法の調整方法の相違点は、1月 1

日から 3 月 31 日までの CO2排出量の計算に用いる排出係数が、第 1 法は当年度の

排出係数であるのに対し、第 3法は前年度の排出係数であることである。利害関係

者がそれぞれの方法の前提を適切に理解できるように、説明を追加すべきである。 

35. 12月決算の場合の例示において、企業の CO2排出の実態をより適切に表す観点から、

当年度の排出係数を用いる第 1法が第 3法よりも合理的と考えられる。 

36. 12 月決算の場合の例示において、調整方法として使用電力量と相関性の高い生産

量等の指標に基づき按分計算を行う方法も考えられる。 

37. 12月決算の場合の例示において、調整方法について「第 1法」、「第 2法」及び「第

3 法」という表現を用いるべきではないと考える。当該呼称を用いることにより、

調整方法がこれらに特定されるかのような誤解を生じさせる可能性があることが

考えられる。 

38. 企業が調整計算を行うにあたっては、月ごと又は四半期ごとの使用電力量を集計し

ていることが前提となる。企業への注意喚起のため、当該前提について何らかの説

明を追加すべきである。 

測定アプローチに関連する開示（気候基準案第 55 項、第 62 項及び第 64 項）の

検討（審議事項 A2-1） 

39. 特段の意見は聞かれなかった。 
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ファイナンスド・エミッション（審議事項 A2-2）  

（気候基準案第 61項に関するコメントに対する意見） 

40. 事務局の提案に賛同する。ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の

開示が必要となる企業は限定的であり、商業銀行及び保険会社においては、実務上、

寄せられたコメントにあるような懸念が生じる可能性は低いと考えられる。 

41. 事務局の提案では、一般の企業が株式等の金融資産を運用している場合、ファイナ

ンスド・エミッションにおける「資産運用に関する活動」には該当せず、当該株式

等は温室効果ガス排出スコープ 3 のカテゴリー15 における開示の対象となること

が明示的に示されている。この点から、事務局の提案に異論はない。 

（報告期間と温室効果ガス排出量の算定期間に差異がある場合の取扱いに関するコメント

対する意見） 

42. 事務局の提案に賛同する。審議資料 A2-2第 38項における、見積りにより開示を作

成する場合の参照先について、気候基準案第 65項(1)②等の他に、適用基準案 BC155

項等を追加すべきと考える。気候基準案第 65 項の見積りは、活動量及び排出係数

といった狭義の概念である一方、適用基準案 BC155項の見積りは、不確実性に関す

る広義の概念であると解釈できる。このため、当該参照先には広義の概念も含める

べきと考える。 

43. 事務局の提案に賛同する。事務局の提案は、企業のファイナンスド・エミッション

の測定の実態に則した定めであると考える。 

（資産クラスの分解に関する要求事項を明確にすべきとのコメントに対する意見） 

44. 気候基準案 C8 項(1)③カ及び C9 項(1)③オにおいて、「その他の資産」は独立して

区分された資産クラスとして記載されている。一方、IFRS S2号 B62項及び B63項

では、「その他の資産」は独立して区分されたものとは記載されていない。ISSB基

準との整合性を図る観点から、気候基準案 C8項(1)③カ及び C9項(1)③オにおける

「その他の資産」の区分は削除してはどうか。 
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コメント対応表（質問 11）（適用基準関連）（審議事項 A1-6） 

（全体に対する意見） 

45. 「コメントへの対応（案）」の記載について、「特段の対応を行わない」とするもの

と、「本公開草案を修正しない」とするものとの違いを確認したい。 

（ガイダンスの情報源に対する意見） 

46. サステナビリティ関連のリスク及び機会の識別する段階において、「参照し、その

適用可能性を考慮することができない」ガイダンスの情報源として、「GRIスタンダ

ード」及び「ESRS」の他にも、「自然関連財務開示に関するタスクフォース（TNFD）」

などが考えられる。このため、「現時点」での取扱いであることを示してはどうか。 

（相互参照に対する意見） 

47. サステナビリティ関連財務情報を開示した後で、確定した情報を相互参照先で公表

した場合、確定した情報に基づき比較情報を更新すれば足りるのかどうかを確認し

たい。 

（同時の報告に対する意見） 

48. 同時の報告について、海外投資家から多くのコメントが寄せられているが、法令が

同時に報告することを禁止している場合、及び同時に報告しないことを容認してい

る場合の定めについて、正しく理解されていない可能性がある。すなわち、SSBJ基

準が金融庁の金融商品取引法が求める開示の枠組みに組み込まれることが想定さ

れているという、制度と基準との関係が理解されていないと考える。この点、特に

海外投資家に対して、何らかの説明が必要と考える。 

コメント対応表（質問 11）（一般基準及び気候基準関連）（審議事項 A1-7）  

49. 特段の意見は聞かれなかった。 

第 8回サステナビリティ基準諮問会議からの報告（審議事項 C1関連） 

50. 特段の意見は聞かれなかった。 

  



  審議事項 A1-1 
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2024年 10月サステナビリティ基準アドバイザリー・フォーラム（SSAF）の報告

（報告事項 B11 関連） 

51. 特段の意見は聞かれなかった。 

以 上 


